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RC柱・鋼製梁による複合橋脚の擬似供用荷重下における挙動
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Thc hybrid Picr with a RC column and a stccl bcallt has somc mcrits such as thc rcduction of thc flcld

spacc and thc construction pcriod. Thcrcforc,thc picr of thisり pC Was applicd to thc rcstoration of

Hanshin High、 vay damagcd by Hyogokcn‐ Nanbu Earthquakc  ln ordcr to conflm thc safcty of this

structurc and design mcthod,tllc flcld loading tcsts wcrc carricd out using thc actual picr which had a

singlc squarc‐ scction colunln in Kobe linc of Hanshin High、 vay  ln addition,thc authors analyzcd thc

bchavior of thc picr、vith thrcc‐ diFncnsional flnitc clcmcnt rncthod  According to thc tcsts and analysis,

it、vas found that fc、 v cracks、 vcrc dcvclopcd in flllcd concrctc into bcaln‐ column conncction and that thc

f11lcd concrctc inctioned 、vcn for thc load transfci  Finaly. thc authors conflrlncd that thc bcam‐

column conncction ofthc hybrid picr has cnough strcngth and safcty
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1.ま えがき                     して,現地載荷試験 ⊃および 3次元FEM解 析を実施 し

たので,こ こに報告する.

兵庫県南部地震により倒壊または使用不能 と判断され

た阪神高速道路 3号神戸線の 200基を越えるRC単柱橋  2.現 場計測概要

脚の再構築に当た り, RC柱 ・鋼製梁による複合橋脚が

採用された.こ れは,橋脚の横梁部を従来の PC梁から  2 1計 測対象橋脚およびその接合部構造

工場製作された鋼製梁に代替することによつて,横梁設   計測対象とした阪神高速道路 3号神戸線 P73橋 脚 (芦

置に伴 う支保工が最小限とな り,当 時,震災復旧作業道  屋市打出町)の正面図を図-1に ,RC柱 と鋼製梁との

路 として重要であつた路下交通への影響を極力抑えられ  接合部構造を図-2に 示す.接合部構造の特徴は,RC

るほか,大幅な工期短縮が可能になると考えられたこと  柱の主鉄筋を鋼製梁接合部の下フランジに挿通 し,こ れ

による.                       を接合部内に充填するコンクリー トに定着させ,さ らに,

しかし,こ のような複合橋脚は,過去に大規模に適用  接合部下フランジ, ウェブ,ダイヤフラムに設置 したス

されたことがなく,ま た,構造上の重要部位であるRC  タッドジベルによりRC柱 と鋼製梁 との荷重伝達を円滑

柱 と鋼製梁 との接合部構造についても,過去に矩形断面  にさせたことである。また,接合部のコンクリー トには,

19.りや円形断面 →の模型実験によつてその耐荷力は確認さ  膨張性混和斉1を 添加 した中流動コンクリー トを採用 し,

れているものの,実橋 レベルでの応力伝達挙動の確認は  充填性の向上を図つた。

実施されていない                    複合橋脚の設計 0における基本方針は以下の通 りであ

そこで本研究では,阪神高速道路の震災復旧工事に採  る。

用された複合橋脚の実構造に対 して,RC柱 と鋼製梁と  (1)鋼 製梁とRC柱の接合面では,平面保持を仮定した

の接合部の力学挙動を明らかにするほか,当該部の設計    慣用RC計算により主鉄筋ならびにコンクリー トの

方法や設計荷重に対する安全性を検証することを目的と    応力を算定する
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1          15975

図-l P73複 合橋脚正面図

表-1 材料定数

(2)接合部に関しては,鋼製橋脚の隅角部設計法を適用

してお り,充填コンクリー トの荷重分担は安全側に

無視する.

(3)地震時水平力は,接合部下フランジ下面のスタッド

ジベルにより鋼製梁からRC柱へ伝達させる

今回の震災復旧に適用 された複合橋脚の接合部構造は

すべて同様の形式を採用 しているが,その内,本橋脚を

計測対象とした理由は以下の通 りである

(1)本橋脚は,ラ ンプの関係で鋼製梁の海側張 り出し長が

山側に比べて約 1.5倍長い単柱形式であることから,

RC柱 と鋼製梁 との接合部に作用する荷重レベルが今

回適用された複合橋脚の中で最大クラスである.

(2)本橋脚の脚柱は矩形断面であることから,円形断面に

比べて接合部に充填 したコンクリー トに対する鋼製梁

鋼殻の拘束効果が小さい方向にある

本橋脚を構成する各部の材料定数を表-1に 示す .

2.2載 荷方法

載荷方法は,設計許容値内で大きな荷重を与え計測精

度を高めること,な らびに,工事工程に影響 しないこと

などを考慮 して,以下の 2段階載荷を採用した .

STEPl載荷 :図-3に 示すように再構築した橋脚に上部

工をジャッキダウンする際の死荷重載荷

(上部工が未完成であつたため完成時の上

部工死荷重の約 83%)

ダイアフラム

34

上フランジ コンクリー ト

スタ ッ ド

下フランジ

Ll__」
図-2 接合部構造

上部工
ロー ドセル

1

‐■
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鋼製梁
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ベ ン ト

GL

図-3 載荷方法 (STEPl載荷 )
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図-4 荷重経路

STEP2載荷 :図-1に 示すように,橋面舗装終了後,道

路幅員端部に 20tf荷重車 8台 を各列 4台で

2列に並べることにより,計約 160tfを 偏心

載荷する荷重車載荷

なお,計測値の再現性確認のため STEPl載荷はジャッ

キアップ・ダウンを 4回 ,STEP2載荷は荷重車の乗 り入

れ 。移動を 3回行 う繰 り返 し載荷とした。

接合部に着 日した載荷荷重 レベル と設計荷重との対応

関係を図-4に 示す。本図において,鋼製梁死荷重から

STEP2載荷に至る荷重状態 (① 十②+② '十③)は,設

計荷重 (① 十② +② '十④)に対 して,曲げモーメン ト

26100

コンクリー ト・
σck=324 kgf/cn12

Ec=28× 105 kgf/cn12

v=021

鋼板 (SM570)
σw=4600kgf/cn12

Es=21× 106 kgf/cm2

鉄筋 (SD295)
ow=3000kgf/cm2

Es=21× 106 kgf/cm2

ネ
材料試験結果 ,‐公称値
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表-2 解析に用いた要素

使用要素 材料定数

コンクリー ト
3次元弾性

ソリッ ド要素

Ec=2.8× 105kgf/cm2

v=0.21

鋼 板
3次元弾性

シェル要素

Es=21× 106 kgf/cn12

v=03

鉄筋

D35
3次元弾性

ビーム要素
Es=21× 106kgf/cn12

鉄筋とコンクリー

トとの付着ばね

線形ばね

要素

単位付着面積 当た り

kb=10× 104 kgf/cm3

スタッドジベル

o22

線形ばね

要素

スタッ ド1本 あた り

ks=19× 105kgf/cm

表-3 鋼板とコンクリー トとの界面における

節点間相対変位の拘束条件

で約 75%(51 Htim/6780tim),軸 力で約 76%(1280tf/

1679tう のレベルにある。この荷重レベルは,鋼製梁下フ

ランジ直下のRC柱 との接合面において,コ ンクリー ト

の実弾性係数を用いた全断面有効計算による引張縁のコ

ンクリー ト応力度 (34 5kg″ cm2)が コンクリー トの引張

強度を上回るので,当該部にひび割れが発生 し,コ ンク

リー トの引張強度を無視するRC計算を採用 した設計方

法に近い挙動を示すものと考えられる.

2.3計 測内容

ひずみ計測は,接合部を中心とした主鉄筋,コ ンクリー

トのほか,接合部鋼殻を構成する上下フランジ,ウ ェブ ,

ダイヤフラム,お よび,こ れ ら鋼殻に設置 したスタッド

ジベルにひずみゲージを貼付 し,デジタル静ひずみ測定

器を用いて当該部のひずみを測定した。

変位計測は,鋼製梁の先端部および接合部ウェブ鋼板

の四隅に計測ターゲットを貼付 し,光波式測距儀を用い

て鋼製梁の鉛直変位ならびに接合部の回転変位を測定し

た .

荷重計測は,STEPl載荷に関しては,鋼製梁上の上部

桁の支承部にロー ドセルを設置することにより行つた

また,STEP2載荷に関しては,工事進捗上,支承部にロー

ドセルを設置するのが困難であることから,あ らかじめ

荷重車の重量を計測することにより行つた。

3 接合部の解析

3.1 解析手法

P73橋 脚の現場計測結果 と比較する目的でFEM解

901

願葛
7× 3414=23898

■
― L二

海 側
平面図

Gl～G8は支承位置

図-5 解析モデル形状

析を行つた。解析は 3次元の弾性解析 とし,汎用有限要

素法プログラムリNSYS RcⅥ 5.1"に より実施した.本解析

では解析モデルの規模,解析時間などの解析コス トに配

慮 し,対称性を利用 して橋軸方向の 1/2部 分のみをモデ

ル化 した .

鋼板,コ ンクリー ト,主鉄筋はそれぞれ,シェル要素 ,

ソリッド要素, ビーム要素でモデル化を行つた。また ,

接合部の荷重伝達に影響が小さいと考えられる鋼製梁先

端部分についてはビーム要素を用いてモデルを簡略化 し

た.さ らに,RC柱 については,こ こでは特に検討を行

わないものとし,接合面から柱幅だけ下方の位置までを

モデル化してこの位置で固定支持の境界条件を与えた .

主鉄筋とコンクリー トとの付着応力は両者の相対ずれ

に比例すると仮定して,既往の実験 つを参考に付着応力

一相対ずれ関係の勾配を決定 した.接合部に配置 したス

タッドジベルについては軸直角方向の 2方向せん断ばね

によリモデル化 し,これに与えるばね定数についても既

往の実験 めを参考に決定した。

解析モデルに用いる各要素 とこれ らに与える材料定数

を表-2に ,解析モデルの形状を図-5に示す .

3.2 鋼板とコンクリー トとの界面での荷重伝達の取

り扱い

本解析では,鋼板 とコンクリー トとの接着および剥離

状態を表現するために,同 一座標にある鋼板とコンクリー

トの節点を別々に設け, 2重節点とした。接着状態は ,

鋼板 とコンクリー トの節点間に相対変位が生 じないよう

に節点同士の変位を拘束すること (カ ップリング)で表

現 し,剥離状態はカップリングを解除することで表現 し

た。

現場計測での挙動を説明するために,表-3に 示す 2

海 側

G5  G4  G3

3900

節点間の

相対変位
モデル 1 モデル 2

圧縮

領域

面垂直方向 拘 束 拘 束

面内方向 拘束 拘 束

引張

領域

面垂直方向
6t<27kg″ cm2で拘束

σ.≧ 27kg″cm2で非拘束
非拘束

面内方向
σt<27kgycm2で拘束

σ.≧ 27kgycm2で 非拘束
非拘束
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型 山側ヽ

σ(kgyCm2)

600

500

400

300

200

100

0

‐100

‐200

‐300

‐400

‐500

-600

A面 C面

計測値

一

0_ ‐  ■

FEM
モデル 2

／
解
‐Ａ
一μ

′
慣用RC
計算値

F E �I

モデル 1

図-6 接合面における主鉄筋の軸応力分布

種類のモデルにより解析を行つた。これ らのモデルでは

3 ¬で述べた条件に加えて,鋼板 とコンクリー トとの

界面における剥離の発生条件が異なつている。まず,圧
縮領域についてはモデル 1, 2と も鋼板 とコンクリー ト

の両者は接着状態にあるものとした。次に,引 張領域に

ついては,モデル 1で は鋼板 とコンクリー トとの界面に

おいて, コンクリー トの面垂直方向の引張応力otが 引張

強度相当 (設計基準強度の 1/10と 仮定)の 27kgycm2以

上となる場合,界面に剥離が生 じるものとした。また ,

27kgycm2未満の場合,圧縮領域と同様に接着状態にある

ものとした.こ れに対 し,モデル 2では界面のコンクリー

トに引張応力が作用する場合には全て剥離が生 じるもの

とした。

接着状態にある節点同士では,界面に垂直な方向の荷

重伝達に加えて,面 内 (せん断)方向の荷重伝達も有効

とした。

先に述べたように接合部に配置 したスタッドジベルは

せん断ばねでモデル化 したが,解析上は,こ れが有効に

作用するのは鋼板 とコンクリー トに剥離が生 じた領域に

ついてのみである。すなわち,本モデルでは接着状態に

ある領域では,鋼板 とコンクリー トの相対変位は生 じな

いので,ス タッドジベルの発生せん断力を 0と 評価する

ことになる.

4 現場計測結果と解析結果の比較

{上部工死荷重+荷重車}の載荷荷重状態 (図-4中
の②十② '十 ③)における現場計測結果を以下に示す ま

た,こ のときの荷重値を用いてモデル 1, 2に より解析

した結果を以下に示す

b)FEMモデル2

図-7 鋼板とコンクリー トとの界面での剥離発生状況

(解析結果)

4,1 接合面付近の応力状態

接合面位置における主鉄筋の軸応力分布を図-6に 示

す また,各解析結果について,鋼板 とコンクリー トと

の界面での剥離の発生状況を図― フに示す .

図-6か ら,計測値 と解析値を比較すると,モデル 1

による解析結果は計測値 と良く一致 しているが,モデル

2では圧縮,引 張のいずれの場合も鉄筋軸応力を高めに

評価 している.ま た,計測値 と解析値のいずれも,側面

鉄筋にあたる B面の応力分布に上に凸の分布形状が認め

海側ダイア
フラム面

下フランジ下面

Mモデル 1

鼈 剥離

山側ダイア
フラム面

輻 剥離

C

山側ダイア
フラム面

C

a)FE

Ｃ

Ｃ 上フランジ面

ま型吐 .  山側 _

下 フラン

コ立置 ,

Q

茄　
興

ン一
ノ
ー
ー

ー
ー
　
ー

レ　
製

下フランジ上面

下フラン

下フランジ上面 下フランジ下面
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a)充填 コンク

型 Mバ

接合面におけるコンクリー トの直応力分布

冒|

―

―

一

景|

500

海側     橋脚天端 、 山側

-600 
。(kgθCm2) 0 0  

。(kgycm2)  600

下フランジ位置

図-9 主鉄筋の軸応力分布 (高 さ方向)

られるが,こ れは,鋼製梁の弾性変形の影響による。

図-6の 解析値同士の差異は,図-7に 示すように ,

モデル 1では接合面には剥離が生 じていないのに対し,

モデル 2では下フランジ上下面のかなりの領域に剥離が

生じていることに起因している.すなわち,モデル 1で

は接合面の鉛直方向の応力状態は全断面有効状態であり,

モデル 2ではコンクリー トの引張抵抗を無視 した応力状

態となつている。

図-6中 には本橋脚の設計計算法に対応するものとし

て,コ ンクリー トの引張強度を無視 し,かつ,接合面の

平面保持を仮定 した慣用RC計算による主鉄筋の軸応力

計算結果も示 した 計測値はこの計算結果を下回つてお

り,本橋脚に適用した設計法の安全性が確認できた。

接合面直下における柱コンクリー トの直応力分布を図

-8に 示す。この図から, コンクリー トの応力分布は ,

主鉄筋の場合 と同様にモデル 1の結果に近いことがわか

る.

以上の結果から,接合面付近の主鉄筋およびコンクリー

トの発生応力はモデル 1の結果に一致していることから,

b)ウ ェブ     。(kgyCm2)

図-10 接合部の主応力 (計測値 )

現場計測での全載荷荷重に対 しては接合面の口開きは生

じておらず,ま た,接合面近傍のコンクリー トにはひび

割れも生じていないと考えられる.こ れは,現場計測に

おいて全載荷荷重を慣用RC計算に基づきRC柱 と鋼製

梁の接合面付近のコンクリー トにひび割れが生 じるレベ

ル (主鉄筋の引張応力 os=994kgycm2)に設定したが,鋼

製梁の弾性変形の影響により,引 張縁端の主鉄筋,コ ン

クリー トの応力が減少 したためコンクリー トのひび割れ

発生が遅れたと考えられる.

4 2 接合部内の応力状態

図-9に 圧縮,引 張縁端の主鉄筋 2本に着 日し,軸応

力の高さ方向の分布を示す。この図から,計測値につい

てはほぼ線形の応力分布になつてお り,主鉄筋とコンク

リー トとの付着による応力伝達が健全に行われているこ

とがわかる.解析値についてみてみると,圧縮側の主鉄

筋では,モデル 1, 2と も計測値の分布を比較的良く表

している.こ れに対 し,引 張側では,モデル 1と モデル

2で応力分布がかな り異なっている.こ れは,モデル 2

では先に述べた接合面での口開きの影響により,接合面

位置で主鉄筋の軸応力が急増したことによる.

現場計測により得 られた接合部内充填コンクリー トお

よび接合部ウェブの主応力図を図-10に示す。図-10a)
から,充填コンクリー トには右上から左下に向か う圧縮

ス トラットが形成 されつつある.充填コンクリー トに生

じた引張主応力の最大値は 17kgycm2で ぁり,充填コンク
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‐1000      0      1000

。(kgyCm2)         海側ダイアフラム

図-11 フランジ応力の梁幅方向分布

(海側梁付け根位置 )

リー トにはひび割れは生じていないと考えられる.

また,同 図をもとに充填コンクリー トとウェブの主応

力を見てみると,これ らの主応力の方向は概ね一致 して

お り,両者が共同して接合部内のせん断力を伝達 してい

ることがわかる。接合部中央付近のせん断応力τxyは コン

クリー ト,ウ ェブがそれぞれ 9kgycm2,H2kgycm2で ぁり,

τxyに コンクリー ト,ウ ェブのそれぞれの厚みを考慮する

ことで,せん断力の分担比率を求めると, ウェブ :コ ン

クリー ト=18:82と なる.また,鋼製橋脚隅角部の設計計

算法によリウェブだけで接合部内のせん断力を受け持つ

と仮定した場合の計算応力は,τxy=550kgycm2で ぁり,先
に述べたウェブせん断応力の計測値はこの 20%に あたる.

よつて,現場計測の荷重 レベルにおいて,実際にウェブ

が受け持ったせん断力は接合部内の全せん断力の約 20%

であり,残 りの 80%は充填コンクリー トが分担 していた

と考えられる.

4.3 フランジ応力

鋼製梁付け根位置の上下フランジの応力分布を図-11
に,接合部内の下フランジの応力分布を図-12に示す .

図-11か ら,モデル 1, 2の解析値の間には有意な差

は認められず,計測値はこれ らに一致 している。ウェブ

近傍においては計測値 と解析値のいずれもせん断遅れ現

象とは逆の発生応力の減少傾向が認められるが,こ れは,

上下フランジとも鋼製梁の幅方向に絞られた形状である

ことから,フ ランジ応力が中央部に流れやすくなるため

であると考えられる.

図-12を もとに下フランジの応力分布を見てみると,

鋼製梁の付け根位置で生 じている下フランジ応力は,接
合部内に入ることで大きく減少する。これは,計測値 ,

ダイアフラム

側面図

ダイアフラム 1 下フフンシ

A位置

上視図

大阪側ウェフ
゛

F E �I

/モ
デル 1

ヽ FEM
モデル 2

計測値

σ(聴ycm2)

図-12 下フランジの応力分布

解析値のいずれにも認められ,下 フランジカは接合部に

入る際にダイアフラムや延長鋼板からの支圧力 として充

填コンクリー ト,柱 コンクリー トにその一部が伝達され

ている.図-7に 示 したように,モデル 1と モデル 2で

は下フランジ上下面でのコンクリー トの剥離状況が大き

く異なるが,下 フランジ応力の解析値にはさほど影響が

見られない。これは,下 フランジカに対するコンクリー

トの分担効果は,ダイアフラム面からの支圧伝達による

ものが大きく,相対的に下フランジとコンクリー トとの

界面におけるせん断力による荷重伝達の影響は小 さく

なったためと考えられる.

図-12中 にA位置と示 したダイアフラムに近い位置の

ひずみゲージに着 目すると,鋼製梁付け根位置で生 じた

圧縮応力‐928kgycm2は 接合部内に入 ることによ り,‐

515kgycm2ま で減少 している。下フランジは鉄筋挿通孔

による断面欠損を補償するために,接合部内では 36mm

から 49nllnへ 増厚 してあるので,こ の板厚差を考慮する

と下フランジの圧縮力は 515/928× 49/36=76%に 減少する.

すなわち,下 フランジに作用する圧縮力は接合部に入る

際にコンクリー トに 24%伝達される.

次に,同図をもとに鉄筋挿通孔による応力集中傾向を

見る。ウェブに近い接合部下フランジの第 1列 の鉄筋挿

通孔間 (B位置)に着目すると,孔間中央に位置する■

印の‐429kgycm2に 対し,挿通孔に近い▲印では-673kgycm2,
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図-13 変形状態

◆印では‐543kgycm2と なり,孔間中央を基準に 1.6倍程

度の発生応力の増大が認められた。ただし,鉄筋挿通孔

に近い位置においても発生応力は鋼製梁付け根位置での

下フランジ応力に比べて十分小さい .

また,下 フランジに関して同一板厚で鉄筋挿通孔の孔

引き前後の断面について,計算応力の増加の割合を検討

する.フ ランジ幅 3900mmに対してo65の挿通孔が 18個

配置されている B位置では,孔引き前後のフランジ断面

積比から孔引き後の孔間平均応力は孔引き前の 1.43倍 と

計算される.孔引きの影響が現れないと考えられるA位

置でのフランジ圧縮力がB位置まで減少すること無く到

達するものと仮定すると,B位置での孔間の平均応力は‐

515× 143=‐736kgycm2と なる.B位 置で鉄筋挿通孔に近

い▲印の応力計測値は‐673kgycm2で ぁり,挿通孔による

応力集中の影響を受けているにも関わらず,前述の孔間

平均応力の計算値よりも小さくなっている.以上により,

今回得 られた計測結果から判断すると,下 フランジの鉄

筋挿通孔による応力集中は問題ないレベルにあるものと

考えられる.

4 4 変形性状

図-13には,{上部工死荷重十荷重車}の載荷荷重が

作用 したときの脚柱部を含む鋼製梁の変形状態を示す

同図には,モデル 1, 2に よる解析結果も合わせて示す

が, 3 1で述べたように本解析では柱下部 (フ ーチン

グ上端から4220mmの区間)を省略したので,こ こでは,

この部分の変形量を,フ ーチング上端で固定支持された

全断面有効のRC柱 として計算 し,解析結果の変形量を

補正 した。

接合部の変形については,モデル 1, 2の解析結果の

間にほとんど差は認められず,計測値は解析値 と良く一

致 している。モデル 2では接合面に口開きが生 じたが ,

山側の延長鋼板が柱コンクリー トの頂部を拘束したため,

口開き量は極めて小さく,結果的に梁のたわみ量につい

てはモデル 1と モデル 2の 間に差は生じなかつたと考え

られる.

STEP2載荷における荷重車の重量による海側梁端のた

わみの計測値は 11 8mmで あつた。これに対応する接合

面位置での曲げモーメン トは,設計活荷重による曲げモー

メン トのおよそ 46%であるので,これをもとに海側梁端

の活荷重たわみ量δLを推定すると,H.8/046=25,7mmと

なる。このとき,脚 中心から計測位置までの距離を Lと

するとδL几=1/613で あり,ラ ーメン橋脚の横梁たわみの

許容値を参考にすると L/300あ るいは L/500以下を満足

している.

5 まとめ

RC柱・鋼製梁による複合橋脚の設計法の妥当性およ

び安全性を確認するために,実橋脚を対象に模擬供用荷

重を載荷する現場計測を実施 した。また,こ れを対象 と

した 3次元 FEM解析を実施 した。この結果,以下のこと

が明らかになった .

(1)現場計測での接合面付近の応力分布は,鋼板 とコンク

リー トとの界面において, コンクリー トの引張強度相

当までは剥離が生じていないと仮定し,かつ,界面の

面内方向にも接着状態としたモデル 1の解析結果とほ

ぼ一致 し,応力分布は全断面有効状態に近い結果 と

なった.従つて,実構造においても,接合部内および

接合面に剥離は生じず,鋼製梁と充填コンクリー トお

よび柱コンクリー トが一体的に挙動していると考えら

れる.

(2)鋼板 とコンクリー トとの界面において,コ ンクリー ト

に面垂直方向の引張応力が生じる場合,剥離が生じる

としたモデル 2では,接合部各部の発生応力を計測値

よりも高めに評価する結果 となった 従つて,モデル

2は安全側の解析モデルであるといえる.

(3)接合面における鉄筋および柱コンクリー トの応力分布
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